
景観法及び喜多方市景観条例に基づく届出事前指導要綱  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、景観法（平成16年法律第110号。以下「法」という。）、景観法施行

令（平成16年政令第398号。以下「政令」という。）、景観法施行規則（平成16年国土交

通省令第100号。以下「省令」という。）、喜多方市景観条例（平成21年喜多方市条例第3

3号。以下「条例」という。）及び喜多方市景観条例施行規則（平成22年喜多方市規則第

１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、喜多方市景観計画（以下「景観計画」

という。）区域における法第16条第１項の規定による届出（当該行為の届出をした後にそ

の行為の内容を変更することにより本協議の対象行為となる場合にあっては、同条第２項

の規定による届出。以下「届出」という。）に先立つ事前指導について必要な事項を定め

ることにより、基本設計等の早い段階で適正な景観形成を誘導し、もって、優れた景観の

保全及び創造を図ることを目的とする。  

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 事前協議 景観形成に及ぼす影響に関する届出に先立つ協議をいう。  

⑵ 行為者 行為をしようとしている者をいう。  

⑶ 建築物 建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する建築物をいう。 

 （事前協議） 

第３条 景観計画区域内において、法及び条例に規定する届出対象行為をしようとする行為

者は、法第16条第１項又は第２項に規定する届出をする30日前までに、市長に事前協議を

するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による協議があった場合において、当該協議をした行為者に対し、

第９条に規定する実施要領で定めるところにより、当該協議に係る行為が景観形成に及ぼ

す影響に関する調査を行うことを求めることができる。  

（適用除外） 

第４条 前条の規定は、次の各号に掲げる行為には適用しない。  

⑴ 法第16条第５項に掲げる国の機関又は地方公共団体が行う行為  

⑵ 法第16条第７項に掲げる行為 

⑶ 条例第９条に掲げる行為 

（提出方法） 

第５条 事前協議をしようとする行為者は、景観計画区域内における行為の事前協議書（様

式第１号）に次に掲げる図書を添付して、市長へ提出し、協議するものとする。 

⑴ 省令第１条第２項第１号及び同第３号並びに条例第６条第３項各号に規定する図書 



   ただし、行為の設計又は施行方法が完全に確定していない場合にあっては、以上の図

  書に準じた建築計画若しくは、建築物又は工作物の概要を記載した図書 

⑵ 第３条第２項に規定する景観影響調査の結果を記載した図書（景観法及び喜多方市景

観条例事務処理要領に規定する様式14号） 

⑶ 第３条の規定に基づく協議に関する業務及びこれに付随する業務を委任する場合は

委任状（参考様式参照） 

（指導基準） 

第６条 市長は、事前協議のあった行為に係る景観計画で規定する景観形成基準に照らし、

必要な指導、助言等を行う。 

（景観審議会） 

第７条 市長は、前条に規定する指導、助言等をしようとする場合は、必要に応じて景観審

議会を開催し意見を徴収する。 

（結果の通知） 

第８条 前条の規定に基づく市長の指導、助言等は、行為者に文書（様式第２号又は様式第

３号）により通知するものとする。 

（実施要領） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 


